
令和元年１２月松伏町議会定例会提出議案概要 

 

議案第７７号 

松伏町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

１ 趣旨 

 地方公務員法第２４条第５項並びに地方自治法第２０３条の２第５項及び第２０４条

第３項の規定に基づき、地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関し必要な事項を定めるための条例の制定 

２ 内容 

（１）会計年度任用職員の給与（第３条関係） 

ア フルタイム会計年度任用職員（地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる

職員をいう。）の給与は、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、休日勤務手当、夜間勤務手当及び期末手当とする。 

イ パートタイム会計年度任用職員（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げ

る職員をいう。）の給与は、報酬及び期末手当とする。 

（２）フルタイム会計年度任用職員の給料等（第４条から第１５条まで） 

ア 給料 

給料の額は、松伏町職員の給与に関する条例別表第１行政職給料表に定める１級

における最高号給の給料月額（以下「１級における最高の号給の給料月額」という。

）を超えない範囲内において規則で定める。 

イ 地域手当等 

常勤の職員に準じて地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜

間勤務手当を支給する。 

ウ 特殊勤務手当 

職員の特殊勤務手当に関する条例の定めるところにより特殊勤務手当を支給する。 

エ 期末手当 

任期が６月以上の者に、常勤の職員に準じて期末手当を支給する。 

（３）パートタイムの会計年度任用職員の報酬等（第１６条から第２８条まで） 

ア 報酬 

報酬の額は、次により決定した報酬の基本額及びその基本額に１００分の６を乗

じて得た額の合計額とする。 

（ア）月額の報酬を受ける会計年度任用職員 

報酬の基本額は、勤務１月につき、１級における最高の号給の給料月額に、そ

の者について定められた１週間当たりの勤務時間を３８．７５で除して得た数を

乗じて得た額を超えない範囲内において規則で定めるところにより決定する。 

（イ）日額の報酬を受ける会計年度任用職員 

報酬の基本額は、勤務１日につき、１級における最高の号給の給料月額を２１

で除して得た額に、その者について定められた１日当たりの勤務時間を７．７５

で除して得た数を乗じて得た額を超えない範囲内において規則で定めるところに

より決定する。 

（ウ）時間額の報酬を受ける会計年度任用職員 

報酬の基本額は、勤務１時間につき、１級における最高の号給の給料月額を１

６２．７５で除して得た額を超えない範囲内において規則で定めるところにより

決定する。 

イ 報酬の額の特例 
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アにかかわらず、特殊な専門的知識を必要とする業務に従事するパートタイム会

計年度任用職員の報酬の額は、日額２０，０００円又は時間額２，５００円を超え

ない範囲内において規則で定める。 

ウ 手当に相当する報酬 

手当に相当する報酬として、特殊勤務に係る報酬、時間外勤務に係る報酬、休日

勤務に係る報酬及び夜間勤務に係る報酬を支給する。 

エ 期末手当 

任期が６月以上の者（１週間当たりの勤務時間が著しく短い者を除く。）に、常

勤の職員に準じて期末手当を支給する。 

オ 費用弁償 

（ア）常勤の職員の通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支

給する。 

（イ）公務のための旅行に係る費用を負担するときは、その旅行に係る費用弁償を支

給する。 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

議案第７８号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する

条例 

１ 趣旨 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条例の整備を

するための条例の改正 

２ 内容 

（１）松伏町職員の分限に関する条例の一部改正（第１条） 

会計年度任用職員に係る休職の期間は、当該会計年度任用職員の任期の範囲内とす

る。 

（２）職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正（第２条） 

パートタイム会計年度任用職員の減給は、報酬の額を減ずるものとする。 

（３）松伏町職員の定数条例の一部改正（第３条） 

条例の対象となる職員の定義に関する規定の整備 

（４）特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正（第４条） 

特別職の職員で非常勤のものの報酬のうち、会計年度任用職員へ移行する職等に関

する規定を削る。 

（５）技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正（第５条） 

技能労務職員である会計年度任用職員の給与の種類及び基準を定める。 

（６）職員等の旅費に関する条例の一部改正（第６条） 

ア 条例の適用を職員からパートタイム会計年度任用職員を除く。 

イ 条例におけるフルタイム会計年度任用職員の職務は、１級に相当する職務とする。 

ウ その他規定の整備 

（７）職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正（第７条） 

フルタイム会計年度任用職員に特殊勤務手当を支給する。 

（８）職員の育児休業等に関する条例の一部改正（第８条） 

  ア 非常勤職員が育児休業をすることができる要件及び期間等について定める。 
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イ 育児休業中の勤勉手当の支給及び育児休業から職務に復帰した場合の号給の調整

について、その対象となる職員から会計年度任用職員を除く。 

  ウ 非常勤職員が部分休業をすることができる要件及び期間等について定める。 

  エ 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務をし

ない時間について給与の額を減額する。 

（９）松伏町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正（第９条） 

会計年度任用職員の勤務時間、休日及び休暇については、その職務の性質等を考慮

し、規則の定める基準に従い、任命権者が定める。 

（１０）公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正（第１０条） 

ア 地方公務員法の一部改正に伴う引用条項に関する規定の整備 

イ その他規定の整備 

（１１）松伏町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正（第１１条） 

人事行政の運営等の状況に係る報告の対象となる職員からパートタイム会計年度任

用職員を除く。 

（１２）松伏町政における公正な職務の遂行の確保等に関する条例の一部改正（第１２条） 

条例の適用を受ける職員に地方公務員法第３条第３項第３号の２に規定する非常勤

職員等を加える。 

３ 施行期日 

  令和２年４月１日 

 

議案第７９号 

松伏町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

職員の給料月額並びに住居手当及び勤勉手当の額を改定するとともに、規定の整備を

するための条例の改正 

２ 内容 

（１）松伏町職員の給与に関する条例の一部改正（第１条） 

ア 令和元年１２月期に支給される職員の勤勉手当の支給割合を次のとおり改定する。 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ０．９２５月 ０．９７５月 

イ 行政職給料表の給料月額の改定 

平均引上額 ３３２円 

平均改定率 ０．１％ 

（２）松伏町職員の給与に関する条例の一部改正（第２条） 

地方公務員法の一部改正により、欠格条項を定めた地方公務員法第１６条第１号の

規定が削除されたことに伴う規定の整備 

（３）松伏町職員の給与に関する条例の一部改正（第３条） 

  ア 地方公務員法の一部改正により、会計年度任用職員制度が創設されることに伴う

規定の整備 

  イ 家賃を支払っている職員に対する住居手当を次のとおり改定する。 

（ア）手当の支給対象となる家賃額の下限 

改 定 前 改 定 後 

１２，０００円 １６，０００円 

（イ）手当額の上限 

改 定 前 改 定 後 
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２７，０００円 ２８，０００円 

ウ 令和２年度以降に支給される職員の勤勉手当の支給割合を次のとおり改定する。 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ０．９２５月 
０．９５月 

１２月期 ０．９７５月 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

公布の日。ただし、２（２）については令和元年１２月１４日、２（３）について

は令和２年４月１日 

（２）経過措置 

ア ２（１）は平成３１年４月１日から適用する。 

イ ２（１）を適用する場合においては、２（１）による改正前の松伏町職員の給与

に関する条例の規定に基づいて支払われた給与は、２（１）による改正後の松伏町

職員の給与に関する条例の規定による給与の内払とみなす。 

ウ ２（２）の規定の施行前に地方公務員法第１６条第１号に該当して失職した職員

に係る期末手当及び勤勉手当の支給については、なお従前の例による。 

エ ２（３）の施行の日の前日に家賃を支払っている職員であって２，０００円を超

える住居手当を支給されていた職員のうち、２（３）による改正後の松伏町職員の

給与に関する条例の規定に該当しないこととなる職員等については、令和３年３月

３１日までの間、従前の住居手当額から２，０００円を控除した額の住居手当を支

給する。 

 

議案第８０号 

松伏町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

国民健康保険税の基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を改定

するための条例の改正 

２ 内容 

（１）国民健康保険税の課税限度額の改定（第２条関係） 

国民健康保険税の基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を次

のとおり改定する。 

区   分 現   行 改 定 後 

基 礎 課 税 額 ５２万円 ６１万円 

後期高齢者支援金等課税額 １７万円 １９万円 

介 護 納 付 金 課 税 額 １６万円 １６万円 

合       計 ８５万円 ９６万円 

（２）その他規定の整備 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

令和２年４月１日 

（２）経過措置 

２は、令和２年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成３１年度分

までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

議案第８１号 
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町長等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

町長、副町長及び教育長並びに議会の議員の期末手当の額を改定するとともに、規定

の整備をするための条例の改正 

２ 内容 

（１）町長等の給与等に関する条例の一部改正（第１条） 

   町長及び副町長に支給される令和元年１２月期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．２７５月 

（２）町長等の給与等に関する条例の一部改正（第２条） 

   町長及び副町長に支給される令和２年度以降の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．２２５月 
２．２５月 

１２月期 ２．２７５月 

（３）松伏町教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正（第３条） 

ア 教育長に支給される令和元年１２月期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．２７５月 

  イ その他規定の整備 

（４）松伏町教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部改正（第４条） 

教育長に支給される令和２年度以降の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．２２５月 
２．２５月 

１２月期 ２．２７５月 

（５）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正（第５条） 

   議長、副議長、常任委員長、議会運営委員長及び議員に支給される令和元年１２月

期の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

１２月期 ２．２２５月 ２．２７５月 

（６）議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正（第６条） 

   議長、副議長、常任委員長、議会運営委員長及び議員に支給される令和２年度以降

の期末手当の支給割合の改定 

支 給 月 改 定 前 改 定 後 

６ 月 期 ２．２２５月 
２．２５月 

１２月期 ２．２７５月 

３ 施行期日等 

（１）施行期日 

   公布の日。ただし、２（２）、（４）及び（６）は、令和２年４月１日 

（２）経過措置 

  ア ２（１）、（３）及び（５）は、令和元年１２月１日から適用する。 

  イ ２（１）、（３）又は（５）を適用する場合においては、２（１）による改正前

の町長等の給与等に関する条例、２（３）による改正前の松伏町教育委員会教育長

の給与等に関する条例又は２（５）による改正前の議会の議員の議員報酬及び費用

弁償等に関する条例の規定に基づいて支給された期末手当は、それぞれ２（１）に

よる改正後の町長等の給与等に関する条例、２（３）による改正後の松伏町教育委
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員会教育長の給与等に関する条例又は２（５）による改正後の議会の議員の議員報

酬及び費用弁償等に関する条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

議案第８２号 

松伏町固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例 

１ 趣旨 

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正に伴い、規定の整

備をするための条例の改正 

２ 内容 

引用条項に関する規定の整備（第６条及び第１０条関係） 

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正により、条例中引

用している同法の題名が「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に改正

されたこと及び条項が移動したこと等に伴う規定の整備 

３ 施行期日 

  情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の

簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

等の一部を改正する法律の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日 

 

議案第８３号 

損害賠償の額を定めることについて 

１ 趣旨 

  道路事故に関する損害賠償の額を定めるもの 

２ 事故の概要 

令和元年６月５日午前９時頃、松伏町大字金杉１０１４番地１地先の町道において、

相手方が運転する車両が道路横断側溝の上を通過した際、当該側溝の蓋（グレーチン

グ）が跳ね上がり、相手方車両のフレーム、マフラー等が破損したものである。 

３ 損害賠償額 １，３５５，６３３円 

（※個人情報保護のため、個人情報に係る事項を非公開としています。） 

 

議案第８４号 

令和元年度松伏町一般会計補正予算（第５号） 

１ 補正前予算額     ８，５０５，９１４千円 

２ 補 正 予 算 額         ７，６７５千円 

３ 合     計     ８，５１３，５８９千円 

 

議案第８５号 

令和元年度松伏町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

１ 補正前予算額     ３，４８６，６１０千円 

２ 補 正 予 算 額           ７７７千円 

３ 合     計     ３，４８７，３８７千円 

 

議案第８６号 

令和元年度松伏町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

１ 補正前予算額       ６２７，６６２千円 

２ 補 正 予 算 額        △２，５５８千円 
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３ 合     計       ６２５，１０４千円 

 

議案第８７号 

令和元年度松伏町介護保険特別会計補正予算（第２号） 

１ 補正前予算額     ２，２７９，７５９千円 

２ 補 正 予 算 額            ９８千円 

３ 合     計     ２，２７９，８５７千円 

 

議案第８８号 

令和元年度松伏町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

１ 補正前予算額       ３４７，３７０千円 

２ 補 正 予 算 額            ５６千円 

３ 合     計       ３４７，４２６千円 

 

 


